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重大事故等対策の有効性評価 1

【本日の説明事項】

 設置許可基準規則第三十七条（重大事故等の拡大の防止等）の要求事項に対応

するために、重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合において、想定した事故に

対して、使用済燃料ピット内に貯蔵されている燃料体等の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じる設計であることを、次ページ以降に示す。

 有効性評価を行った結果、整備した燃料損傷防止対策が想定事故１，２に対して有

効であることが確認できた。泊３号炉において整備した燃料損傷防止対策が先行PWR

プラントの対策と同等であることを確認している。

 また、これまでに審査を受けたものから作業手順及び評価条件の見直しを行っていることか

ら、その内容及び妥当性について示す。

 まとめ資料は、先行審査実績を踏まえ、記載の充実や表現の適正化を図っているが、燃

料損傷防止対策や評価結果に変更は無い。
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想定する事故
[7.3.1-1]

特 徴
[7.3.1-1]

結 論
[7.3.1-17,18]

使用済燃料ピットの冷却機能又
は注水機能が喪失することにより，
使用済燃料ピット内の水の温度
が上昇し，蒸発により水位が低
下する事故

使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が喪
失することを想定する。このため，使用済燃料ピット
水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発するこ
とによって使用済燃料ピット水位が緩慢に低下する
ことから，緩和措置がとられない場合には，使用済
燃料ピット水位の低下により燃料が露出し，燃料
損傷に至る。

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピットへの注
水により，使用済燃料ピット水位を回復し維持すること
ができることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃
料損傷することはない。
その結果，以下の評価項目を満足している。
①燃料有効⾧頂部が冠水していること
②放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること
③未臨界が維持されていること

「想定事故１」の重大事故等対策の概略系統図 [7.3.1-22]

3

大飯３／４号炉
と同様

１．想定事故１

使用済燃料ピット

使用済燃料ピットポンプ

燃料取替用水ポンプ海水

可搬型大型
送水ポンプ車

G
ディーゼル
発電機

外部電源

可搬型
タンクローリー

ディーゼル発電機
燃料油貯油槽

使用済燃料ピット冷却器

：設計基準事故対処設備から追加した箇所

燃料集合体

２次系純水系統より

NWL
（T.P. 32.66m）

使用済燃料
ピット水

浄化冷却設備
出口配管

使用済燃料
ピット水

浄化冷却設備
入口配管

燃料取替用水ピット



表 「想定事故１」の主要評価条件 [7.3.1-20]

4主要評価条件（１／２）

大飯３／４号炉と条件設定の考え方は同様
ただし、初期水位を通常水位（NWL）としている点は女川２号炉と同様



表 「想定事故１」の主要評価条件 [7.3.1-21]

5主要評価条件（２／２）

大飯３／４号炉と条件設定の考え方は同様
ただし、注水操作を沸騰開始後とする点は島根２号炉と同様



（使用済燃料ピット保有水高さと遮蔽機能について）

燃料頂部より4.25m水位を有していれば，使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の燃
料取扱建屋内の遮蔽設計基準値（0.15mSv/h）以下となるため，許容水位低下量は約3.37mと
なるが，安全側に3.3mとして評価を行う。

図 使用済燃料ピット水位概略図

「想定事故１」の評価結果 [7.3.1-26]

6評価結果（１／３）

大飯３／４号炉
と評価方法は同様

※使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の遮蔽設計基準値（0.15mSv/h）以下と
なるための許容水位低下量は約3.37mであり，評価に使用する水位低下量を保守的に3.3mとした。

NWL

燃料集合体

4.25m

水位約3.37m※低下

約7.62m



（評価結果:SFP水の許容水位到達時間）[7.3.1-26]

7評価結果（２／３）

大飯３／４号炉
と評価方法は同様

燃料集合体燃料集合体

燃料取替キャナルＡ－使用済燃料ピット 燃料検査ピットＢ－使用済燃料ピット

図 使用済燃料ピット断面図

①3.3m分の評価水量 約630m3
③3.3m水位低下時間 約32.8時間

④水温100℃までの時間 約6.6時間
（安全側にＡ－使用済燃料ピット及び
Ｂ－使用済燃料ピットの相互の保有水
の混合は考慮せず、Ｂ－使用済燃料ピットに
発熱量の高い燃料を選択的に貯蔵した状態
として評価）



（評価結果まとめ）

①燃料有効⾧頂部が冠水していること 及び ②放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること

使用済燃料ピット崩壊熱による蒸発水量（約19.16m3/h）を上回る容量の可搬型大型送

水ポンプ車（47m3/h）を整備しており，使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達（約1.6日）するまでに注水を開始（5.7時間）できることから，燃料有効⾧頂

部は冠水している。また，放射線の遮蔽が維持される水位を確保できる。

③未臨界が維持されていること

使用済燃料ピットは，通常ほう酸水で満たされているが，純水で満たされた状態で，最も反応

度の高い新燃料を設備容量分収容した場合を想定しても実効増倍率は約0.970であり，評価

基準（不確定性を含めて0.98以下）を満足するため，未臨界性を確保できる設計としている。

8評価結果（３／３）

大飯３／４号炉
と評価結果は同様

「想定事故１」の評価結果 [7.3.1-8,添7.3.1.2-5]



想定する事故
[7.3.2-1]

特 徴
[7.3.2-1]

結 論
[7.3.2-15,16]

サイフォン現象等により使用済燃
料ピット内の水の小規模な喪失が
発生し，使用済燃料ピットの水
位が低下する事故

使用済燃料ピットの冷却系の配管破断によるサイ
フォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規
模な漏えいが発生するとともに，使用済燃料ピット
注水機能が喪失することを想定する。このため，使
用済燃料ピット水位が低下することから，緩和措置
がとられない場合には，燃料は露出し，燃料損傷
に至る。

可搬型大型送水ポンプ車による使用済燃料ピットへの注
水により，使用済燃料ピット水位を回復し維持することが
できることから，放射線の遮蔽が維持され，かつ，燃料
損傷することはない。
その結果，以下の評価項目を満足している。
①燃料有効⾧頂部が冠水していること
②放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること
③未臨界が維持されていること

「想定事故２」の重大事故等対策の概略系統図 [7.3.2-20]

9

大飯３／４号炉
と同様

２．想定事故２



「想定事故２」の主要評価条件 [7.3.2-18]

10主要評価条件（１／２）

大飯３／４号炉と
条件設定の考え方は同様



「想定事故２」の主要評価条件 [7.3.2-19]

11主要評価条件（２／２）

大飯３／４号炉と条件設定の考え方は同様
ただし、注水操作を沸騰開始後とする点は島根２号炉と同様



（使用済燃料ピット保有水高さと遮蔽機能について）
使用済燃料ピット水浄化冷却設備出口配管にはサイフォンブレーカを設置しているため，使用済燃料ピット水位が

サイフォンブレーカ下端まで低下すれば出口配管に生じるサイフォン効果は解除される。
そのため，使用済燃料ピット冷却系配管に破断が生じた場合，使用済燃料ピット水浄化冷却設備入口配管高さ
に水位が到達すれば冷却材の流出は停止する。漏えい停止後の水位と使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃
料取替時の遮蔽基準値（0.15mSv/h）に相当する水位との差は約2.02mとなるため，2.0mとして評価を行う。

図 使用済燃料ピット水位概略図

「想定事故２」の評価結果 [7.3.2-24]

12評価結果（１／３）

大飯３／４号炉
と評価方法は同様

使用済燃料ピット水浄化冷却設備入口配管
口径：１２インチ

使用済燃料ピット水浄化冷却設備出口配管
口径：６インチ（Ａ系）、４インチ（Ｂ系）
本数：４（Ａ系）、６（Ｂ系）

燃料集合体

4.25m

約3.13m

約2.44m

水位約2.02m※低下

NWL

サイフォンブレーカ
口径：１／２インチ

初期水位：NWL-1.35m

破断箇所

※使用済燃料ピット中央水面の線量率が燃料取替時の遮蔽設計基準値
（0.15mSv/h）以下となるための許容水位低下量は約2.02mであり，
評価に使用する水位低下量を保守的に2.0mとした。



（評価結果: SFP水の許容水位到達時間）[7.3.2-24]

13評価結果（２／３）

大飯３／４号炉
と評価方法は同様

燃料集合体燃料集合体

燃料取替キャナルＡ－使用済燃料ピット 燃料検査ピットＢ－使用済燃料ピット

図 使用済燃料ピット断面図

①2.0m分の評価水量 約362m3
③2.0m水位低下時間 約18.8時間

NWL-1.35m

NWL：T.P.32.66m

④水温100℃までの時間 約5.8時間
（安全側にＡ－使用済燃料ピット及び
Ｂ－使用済燃料ピットの相互の保有水
の混合は考慮せず、Ｂ－使用済燃料ピットに
発熱量の高い燃料を選択的に貯蔵した状態
として評価）



14評価結果（３／３）

大飯３／４号炉
と評価結果は同様

「想定事故２」の評価結果 [7.3.2-8,9,添7.3.1.2-8]

（評価結果まとめ）

①燃料有効⾧頂部が冠水していること 及び ②放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること

使用済燃料ピット崩壊熱による蒸発水量（約19.16m3/h）を上回る容量の可搬型大型送

水ポンプ車（47m3/h）を整備しており，使用済燃料ピット水位が放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達（約1.0日）するまでに注水を開始（5.7時間）できることから，燃料有効⾧頂

部は冠水している。また，放射線の遮蔽が維持される水位を確保できる。

③未臨界が維持されていること

使用済燃料ピットは，通常ほう酸水で満たされているが，純水で満たされた状態で，最も反応

度の高い新燃料を設備容量分収容した場合を想定しても実効増倍率は約0.970であり，評価

基準（不確定性を含めて0.98以下）を満足するため，未臨界性を確保できる設計としている。



作業性向上の観点

有効性評価ベースでの検討

 作業手順の見直し（要員数の変更など）

評価条件の妥当性

 評価条件の見直し（実運用との整合を考慮）

 作業性向上の観点から，可能な限り蒸気環境下での作業を避けるため，SFP
沸騰開始前（蒸気発生前）にSFP注水準備が完了可能な運用を検討した

有効性評価に見直し後の手順及びBー使用済燃料ピットの沸騰開始時間の評価を反映

これまでの評価

 燃料取扱棟内に設置されているSA設備は高温及び高湿度の環境での使用にも
耐えられる設計であるものの，従前の手順では注水開始がAー使用済燃料ピット
沸騰開始後となっていた

 実運用では，原子炉に近いBー使用済燃料ピットに取り出し直後の崩壊熱
の高い燃料が貯蔵されるため，実運用に即した評価条件を採用した

15３．作業手順及び評価条件の見直しについて（１／３）



沸騰開始時間 見直し前 沸騰開始時間 見直し後

 見直し前は，100℃到達までの時間が短いAー使用済燃料ピットの沸騰開始時間を
採用し評価を実施

 見直し後は，実運用に即した評価条件として，原子炉に近いBー使用済燃料ピットに取り出し直後の崩
壊熱の高い燃料が貯蔵された状態での評価を実施

事象
沸騰開始時間※ NWL-3.3m到達時間

見直し前 見直し後 見直し前 見直し後

想定事故１ 約4.9時間 約6.6時間 約1.5日 約1.6日

想定事故２ 約4.2時間 約5.8時間 約0.9日 約1.0日

使用済燃料ピット
概略図

（平面図）

使用済燃料ピット
概略図

（断面図）

16３．作業手順及び評価条件の見直しについて（２／３）

大飯３／４号炉と
条件設定の考え方は同様

※沸騰までに要する時間の評価については，安全側にＡ－使用済燃料ピット及びＢ－使用済燃料ピットの相互の保有水の混合は考慮せず，見
直し後はＢ－使用済燃料ピットに発熱量の高い燃料を選択的に貯蔵した状態として評価

燃料取替キャナル

キャスクピットＡ－使用済燃料ピット

燃料検査ピット

Ｂ－使用済燃料ピット

：ゲート

燃料移送経路

燃料取替キャナル

キャスクピットＡ－使用済燃料ピット

燃料検査ピット

Ｂ－使用済燃料ピット

：ゲート

燃料集合体燃料集合体

NWL：T.P.32.66m

燃料取替キャナルＡ－使用済燃料ピット 燃料検査ピットＢ－使用済燃料ピット

燃料集合体燃料集合体

NWL：T.P.32.66m

燃料取替キャナルＡ－使用済燃料ピット 燃料検査ピットＢ－使用済燃料ピット

使用済燃料ピット
概略図

（平面図）

燃料移送経路

使用済燃料ピット
概略図

（断面図）



 作業手順見直し後は，SFP沸騰開始前に注水可能であることを確認している

想定事故１

 補給水系故障判断を待たず，SFP冷却機能喪失判断後に災害対策要員を招集し，作業を開始する
 作業手順の見直し，災害対策要員の増員（３名増）によりホース敷設作業等の作業時間短縮を図る

想定事故２

17３．作業手順及び評価条件の見直しについて（３／３）

作業手順見直し前 作業手順見直し後

B −使用済燃料ピット沸騰開始時間
事象発生から約6.6時間

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

災害対策要員D

災害対策要員E

災害対策要員F

災害対策要員G

事象発生から5.7時間後に
可搬型大型送水ポンプ
による注水が可能

A−使用済燃料ピット沸騰開始時間
事象発生から約4.9時間後

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

可搬型計
器等設置

事象発生から11.3時間後に
可搬型大型送水ポンプ車
による注水が可能

[時間] [時間]

補給水系
故障判断

ホース敷設等

ホース敷設等

要員増員に
よるホース
敷設作業
等の短縮

補給水系故障判断
後，災害対策要員
を招集し，同要員
による作業を開始 アクセス

ルート復旧

災害対策要員D 機器故障等による冷
却機能喪失判断後，
災害対策要員を招
集し，同要員による
作業を開始

冷却機能
喪失判断

補給水系
故障判断

冷却機能
喪失判断

可搬型計
器等設置

作業手順見直し前 作業手順見直し後

Ｂ−使用済燃料ピット沸騰開始時間
事象発生から約5.8時間

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

災害対策要員D

災害対策要員E

災害対策要員F

災害対策要員G

事象発生から5.7時間後に
可搬型大型送水ポンプ
による注水が可能

Ａ−使用済燃料ピット沸騰開始時間
事象発生から約4.2時間後

災害対策要員A

災害対策要員B

災害対策要員C

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

可搬型計
器等設置

事象発生から11.3時間後に
可搬型大型送水ポンプ車
による注水が可能

[時間] [時間]

補給水系
故障判断

ホース敷設等

ホース敷設等

要員増員に
よるホース
敷設作業
等の短縮

補給水系故障判断
後，災害対策要員
を招集し，同要員
による作業を開始

アクセス
ルート復旧

災害対策要員D SFP水位低下による
冷却機能喪失判断
後，災害対策要員
を招集し，同要員に
よる作業を開始

冷却機能
喪失判断

補給水系
故障判断

冷却機能
喪失判断

可搬型計
器等設置


